
 

経済産業省関係産業競争力強化法施行規則第二十九条第二項の規定に基づき認証紛争解決

事業者が手続実施者に確認を求める事項の一部を改正する告示（案）の概要について 

 

令 和 ８ 年 1 0 月 

経済産業省経済産業政策局 

 

１．改正の趣旨  

  経済産業省関係産業競争力強化法施行規則第 29 条第２項の規定に基づき認証紛争解決

事業者が手続実施者に確認を求める事項の一部を改正する告示において、債務者全員の合

意が得られない場合や債務者全員の合意を得た再生計画に基づき債務を弁済することが

できなかった場合、法的手続や特定調停などに移行することとされていることを、事業再

生計画案に関する確認事項として規定している。 

  今般、円滑な事業再生を図るための事業者の金融機関等に対する債務の調整の手続 

等に関する法律（以下「本法律」という）の施行に伴い、手続き移行先に本法律への移行

を追加するもの。 

 

２．改正の概要  

  経済産業省関係産業競争力強化法施行規則第 29 条第２項の規定に基づき認証紛争解決

事業者が手続実施者に確認を求める事項第 2条第 4項柱書に所要の規定の整備を行う。 

 

３．今後の予定 

  令和８年 12 月上中旬 公布・施行予定 
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